
 

（法第28条第1項関係様式例）※事業報告書提出用 

 

2020年度 事 業 報 告 書 

2020年4月1日から2021年3月31日まで 
 

（法人の名称：特定非営利活動法人わっこ谷の山福農林舎） 
 
１  事業実施の方針 

 この法人は地域資源（農業・林業・福祉・教育・エネルギーなど）を横方向に結び、誰もが自分の力を発揮
できる暮らしやすい地域、かつ持続可能な社会をつくることを目的とする。 

 障がいのある人、生活困窮者の就労支援、および相談支援を行う。 
 遊休荒廃地を利用した農業振興を推進する。 
 木質バイオマスボイラ運用に伴う松枯れ材のエネルギー活用を図る。 
 自然体験を通じた交流人口増加のための取り組みを行う。 

 
２  事業の実施に関する事項 
 (1) 特定非営利活動に係る事業 

事 業 名 

(定款に記載した事業) 
具体的な事業内容 

(A)当該事業の 

実施日時 

(B)当該事業の 

実施場所 

(C)従事者の 

人数 

(D)受益対象 

者の範囲 

(E)人数 

事業費の 

金 額 

(単位:千円) 

社会福祉を目的とした事

業の企画・運営事業 

引きこもり者、不登校者、

発達障がい者等を対象

とした相談、居場所支援 

（A） 週 5回 

（B） 筑北村 

（C） 2名 

（D） 筑北 ・ 麻

績村民 

（E） 30 名程

度 

746千円 

障害のある人などの就労

支援および雇用促進、福

祉就労のための事業 

認定就労訓練事業 本事業年度は 

実施無 

 

  

障害者総合支援法に基づ

く障害福祉サービス事業 

就労継続支援 B型事業 

地域活動支援センター

事業・自立生活援助事

業 

（A） 通年 

（B） 筑北村 

（C） 6名 

（D） 筑北 ・ 麻

績村 

（E） 34名 

11,600千円 

障害者総合支援法に基づ

く相談支援事業 

特定相談支援事業・一

般相談支援事業 

（A） 通年 

（B） 筑北村 

（C） 3名 

（D） 筑北 ・ 麻

績村 

（E） 50名 

2,493千円 

児童福祉法に基づく障害

児相談支援事業 

障害児相談支援事業 （A） 通年 

（B） 筑北村 

（C） 3名 

（D） 筑北 ・ 麻

績村 

（E） 10名 

323千円 

介護保険法に基づく居宅

介護支援事業 

居宅介護支援事業 今事業年度は 

実施予定なし 

  



 

 

森林の利活用推進事業 支障木、枯れ木等を利用

した薪販売事業 

(A)通年 

(B)筑北村坂北（加

工場所） 

(C)14名 

 

(D)筑北村・麻績

村村民 

(E)6,500人 

 

 

8,394千円 

森林の利活用推進事業 松枯れ木伐採及び作業

道の整備等 

(A)通年 

(B)筑北村・麻績村 

(C)14名 

（D）筑北村・麻績

村村民 

（E）6,500人 

3,774千円 

自然体験・環境教育事業 自然体験・環境教育の

実施 

（A）通年 

（B）国内 

（C）13名 

（D）国内 

（E）100名程度 

200千円 

観光・地域振興に関する事

業 

地域の困りごと（草刈・

公園管理・圃場の整備・

空き家管理等）の代行サ

ービス 

(A)通年 

(B)筑北村・麻績村

内 

(C)15名 

(D)筑北・麻績村

村民 

(E)80名 

4,273千円 

自然体験を通じた交流

人口増加のための取組

み 

本事業年度は 

実施なし 

  

遊休荒廃地における古

代麦・ケールおよび桜花

木の生産研究事業 

(A)通年 

(B)筑北村坂北向

原・および坂北

中村 

(C)15名 

(D)地権者 

(E)10名 

372千円 

農林業の振興に関する事

業 

 本事業年度は 

実施なし 

  

本条第 1 号から第 10 号

に係る研究事業 

農林業・社会福祉活動に

関わる将来のための研

究事業 

本事業年度は 

実施なし 

  

本条第 1 号から第 10 号

に係る人材育成のための

教育研修事業 

技術研修等 (A)通年 

(B)筑北村 

(C)4名 

 

(D)県内および全

国 

(E)50名 

85千円 

 

本条第 1 号から第 10 号

に係る普及啓発、政策提

言、コンサルタント事業 

講師派遣 

コンサルタント派遣 

 

本事業年度は 

実施なし 

  

その他第 3 条の目的を達

成するために必要な事業 

農林業・福祉・教育・観

光などの連携に関わる

事業 

 

本事業年度は 

実施なし 

  



 

 

 


